
佐倉市総合評価検討委員会設置要領 

（目的） 

第１条 この要領は、佐倉市が発注する建設工事のうち、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０の２の規定に

基づき、価格その他の条件が佐倉市にとって最も有利なものを持っ

て申込みをした者を落札者とする方式（以下「総合評価方式」とい

う。）による制限付き一般競争入札の実施に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

（設置） 

第２条 前条の目的を達成するため、佐倉市総合評価検討委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。  

（所掌事務） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる事項について、審議するものと

する。 

（１）総合評価方式により入札を行うことの適否に関すること。 

（２）価格その他の条件が佐倉市にとって最も有利なものを決定する

ための基準（以下「落札者決定基準」という。）に関すること。 

（３）その他総合評価方式による入札の実施に係る必要事項に関する

こと。 

（組織） 

第４条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。  

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。  

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その

職務を代理する。 

（委員会） 

第５条 委員長は、副市長を、副委員長は、財政部長をもって充てる。 

２ 委員は、企画政策部長、総務部長、市民部長、福祉部長、こども

支援部長、健康推進部長、経済環境部長、魅力推進部長、土木部長、

都市部長、危機管理部長、資産経営部長、教育部長及び上下水道部

長の職にある者をもって充てる。 

３ 前項の委員に事故がある場合は、あらかじめ当該委員の指名する

職員がその職務を代理するものとする。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、

委員長が会議の議長となる。  

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができ

ない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の三分の二以上の多数により決するも



のとする。 

（秘密の保持） 

第７条 会議の内容については、部外者に漏れないように秘密を保持

するとともに、その取扱いに十分注意しなければならない。  

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、契約担当課において処理する。 

附 則 

この要領は、平成２３年７月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。  

附 則 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。  

附 則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。  

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。  

附 則（令和３年３月３０日佐契第１２０１号） 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。  

附 則（令和６年３月２１日佐契第１２２０号） 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。  

 


